戦後為替管理の成立 (渡邊由陽名誉教授退任記念号) by 浅井 良夫
１ はじめに
為替管理とは国境を越えた資金の移動を国家が制限することであるから，






















































































[1963] pp. 151-152，pp. 260-262）。







































































































































































大蔵省財政史室 [1983] p. 402）。
２３） 木内は，委員長に就任する際，アリソンが木内を「首実検した」と述べてい
る（木内信胤 [1971] p. 29）。
２４）「アリソンの云ったことのコンファーム」（木内文書 381-30）。なお，外為委
を新設する構想は，SCAP 財政金融課が提案したものであり，SCAP 全体が
強く支持したわけではなかった (“Foreign Exchange Controls,” memorandum
from W. K. Le Count, Chief, Finance Division to Major General William F.
Marquat, Chief ESS, Jan. 7, 1949（日本銀行金融研究所編 [1996] pp. 798-799
所収）。外為委員会の設置が決まった後に，ESS（経済科学局）貿易通商課
などから外為委員会の権限が大きすぎるとのクレームが付いて，調整が図ら
れることとなった (“Foreign Exchange Controls,” F. E. Pickelle, Chief,Foreign
Trade and Commerce Division, Paul Cleveland, Chief, Fund Control Division,
F. A. Williams, Chief, Textile Division, Mar. 24, 1949, “Foreign Trade Proce-
dures and Foreign Exchange Controls,” memorandum from Walter K. Le Count,
Chief, Finance Division, Russell W. Hale, Acting Chief, Foreign Trade and
Commerce Division, Paul Cleveland, Chief, Funds Control Division to Major
































２７） 大蔵省財政史室 [1981] p. 73.






































































































ものである（渡辺誠 [1963] p. 75）。
４０） 浅井 [1995] pp. xxx~xxxi，矢澤淳 [1949] pp. 52-53。





















































































































































５３） “Mission to review trade and business procedures (C-69921),” from W. F. Mar-
quat to Voorhees,10 May 1949 (NARA RG311 Box5978 Folder 1).
５４） “Recommendations and Findings of the Advisory Mission for International

























ドイツ輸出入合同機関 (Joint Export-Import Agency; JEIA) 理事長のウィリ













































































験を生かすために，ヨーロッパの事情や ECA, IMF の事情に通じている
人物を望んだ。







陸軍省は，９月２日付で，IMF 職員のムラデク（Jan V. Mladek, チェコ
スロヴァキア出身の IMF 職員 (Operation Department, Deputy Director)）とウィ
チン (Ernest Wichin) の派遣を正式に要請した。正式要請を受けて IMF は，









年１１月，p. 11）。当局 (SCAP) に配慮して書かれたものであろうか。
６６） “Expert and Consultants for Year Ending June 30, 1950,” from ESS/FIN to
ESS/ADM /DC, 16 May 1949 [NARA RG311, Box6374, Folder 48]. SCAP は
大蔵省の案は不十分だとみなし，IMF から専門家を招いたものと見られる
（大蔵省財政史室編 [1983], p. 381, p. 390）。
６７） “Meeting with U. S. Army Officials Regarding the Establishment of an Ex-





















６８） “Mr.Mladek’s assignment with SCAP,” Jun. 15, 1955 [IMF Archives, Central






ートおよび量的為替制限が望ましいと述べた [IMF/EBM/520, Jan. 13, 1950].
６９） ムラデクは，１０月１０日から１１月２０日まで，ウィチンは１０月１７日から１１
月２０日まで日本に滞在した “Message from SCAP to DA,” Nov. 27, 1949
[NARA RG311, Box6374, Folder 48].
７０） “Report on Exchange and Trade Controls in Japan,” Nov. 18, 1949（日本銀行






















































な発想である。各国の IMF の代表は原則として財務大臣であり，IMF は
政府間の取引を通じて為替の安定，国際収支の均衡を図ることを目的とし
































７５） 渡辺誠 [1975] p. 1．渡辺誠は，当時，外為委為替課長であった。
７６）「外国為替及び貿易統制一般法に関する増田官房長官及びライダー中佐会談
（昭和２４年１１月１０日）」（木内文書 402-9）。
７７） “Outline of a General Law for Foreign Exchange and Trade Control,” undated

























７８） “Foreign Exchange and Foreign Trade Control Law (6th Draft),” undated（木
内文書 403-2）。「Nov. 16-18 Ryder 会議に使った原稿」と鉛筆で書き込みが
ある。
７９） 川口嘉一 [1975] p. 6．
８０） “Final Draft Foreign Exchange and Foreign Trade Control Law,” undated（木
内文書 403-3）。





























（福井博夫 [1981] pp. 7-11）。
８４） 外貨予算という言葉は，ムラデク＝ウィチン報告の “Exchange Budget” の訳
語である。


























８６） 木内信胤 [1952] p. 11.
８７） 渡辺誠も外為委案の基本線は貫かれたと評価している（渡辺誠 [1963] pp.
76-77）。
８８） 木内信胤 [1952] p. 12.

























９０） 大蔵省財政史室 [1975] p. 57. ライダーは以下の報告書を纏めた。“Report on
Exchange Controls in U. K. & Germany,” William T. Ryder, undated [NARA
RG331 Box6667 Folder 13].
９１） 渡辺誠 [1975] p. 2.
９２）１９４９年１月のサーキュラー発出以前の外資導入政策については，宮崎正康
[1987-a]，同 [1987-b] 参照。

























９４） 総合研究開発機構戦後経済政策資料研究会 [1995] pp. 986-994.
９５） 商工省は外資に対して非常に警戒的であった（「外資導入選別基準に関する
件」昭和２３年１月２４日，商工省総務局物資調整課（総合研究開発機構戦後
経済政策資料研究会 [1995] pp. 1030-1039）。




















部内に置かれた）において，SCAP の審査は外国投資委員会（ESS と LS の
委員７名で構成）が行うことになった９９）。
９７） “Circular 1, Private Commercial Entrance,” 14 Jan. 1949, “Circular 2, Foreign
Business and Investment Activities in Japan,” 14 Jan. 1949, “Business Activi-




が定められた（矢沢 [1949] p. 60）。

























１００） “Joint JG-SCAP Working Group on Investment Program,”（木内文書 899-2）。



























１０４） “Letter from Yoshida to MacArthur,” Mar. 7, 1950; “Letter from MacArthur to
Yoshida,” Mar. 9, 1950; “Letter from Yoshida to MacArthur,” Mar. 11, 1950;
“Letter from Yoshida to Marquat,” Mar. 11（袖井林二郎 [2000] 日本語訳 pp.




１０６） “Letter from Yoshida to MacArthur,” Mar. 11, 1950; “Letter from Yoshida to
Marquat,” Mar. 11（袖井林二郎 [2000] 日本語訳 pp. 300-302, 英語原文 pp.
171-172）。
１０７） 外資法は，一般法である外為法に対して特別法の位置にあり，外為法よりも

















































































１１２） 大蔵省財政史室編 [1983] pp. 654-655.
１１３） “Letter to Yoshida, Prime Minister from Marquat, Chief, ESS,” 3 Apr. 1951


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１２８） 日銀ユーザンスについては，浅井 [2003] pp. 236-240参照。
表４―b 貿易外支払外貨予算の推移（１９５０年１月～５２年３月）
（単位：１００万ドル）

























































高島屋飯田，兼松の三社に救済融資を行った（浅井 [2002] pp. 261-263参照）。
表５ 外貨割当方式別外貨予算の推移（１９５０年１月～５２年３月）
（単位：１００万ドル）











































































































































Helleiner, Eric [1994] States and the Reemergence of Global Finance , Cornell Uni-
versity Press
（付記） 本稿は平成２２(2010) 年度成城大学特別研究助成による研究「日本の国
際経済機関への加盟と国際金融・貿易秩序」の成果の一部である。
成城・経済研究 第１９５号 （２０１２年１月）
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